
新庁舎整備について



庁舎整備検討の経過
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これまでの経緯
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庁舎のゾーニング案
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２月９日 新庁舎建設等特別委員会の内容

今の新庁舎整備に向けた取り組みを一度止め
現在の庁舎の耐震補強が可能かどうか検討

耐震診断業務委託を８～１２月に行う

・現在の※Iｓ値はどうか

・耐震補強対策

・設計や工事に係る費用の把握

※Is値･･･地震力に対する建物の強度等を表す指標

新町長の考え方
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耐震診断とその後の流れ
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新庁舎整備基本計画の概算事業費
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建設・解体費用（駐車場と津波対策を含む）
約４４億４,000万円

本庁舎建設基金 現在高14億1,400万円と

地方債（借金）で賄われる

財源計画
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•新庁舎整備事業については「現庁舎を補強して引き
続き使用することができないのか。」といった意見
もあることから、町民の皆さんが納得した上で庁舎
整備が進められるためには、新庁舎整備に向けた取
り組みを一旦停止し、耐震補強工事による現庁舎の
継続使用が可能かどうか検証を行うこととします。

•まず、現庁舎の耐震診断を実施したうえで、庁舎の
建替え計画について改めて判断することとします。

今後の進め方
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